















































































































































































正社員と全く同じ 41D 53ρ α0 117
8割以上が同じ 33β 63．4 3ρ 235









































Probit 全く同じパート 8割以上同じパート 8割未満同じパート
限界効果 z値 限界効果 z値 限界効果 z値
売上高・経常利益率 ・0，379 一〇．73 ・0，112 一〇．33 0．21358 O．92
非正社員比率 O，436 1．85 ＊ 一〇，013 一〇．07 一〇．148 一〇．87
〈産業ダミー〉
製造業 一〇．141 一〇．77 一〇，205 一1．26 一〇．115 一1．00
卸売業 一〇，133 一〇．46 一〇，242 一1．15 0，135 ・0．75
小売業 一〇．007 一〇．03 一〇．001 0．00 一〇，009 一〇．07
金融・保険業 一〇．328 一1．09 ・0，195 一〇．62 ・0，081 一〇．33
運輸業 一〇．041 ・0．2 一〇．062 一〇32 一〇．228 一1．94 ＊
電気・ガス・熱供給水道業 0，182 0．56 一〇，096 一〇．44




100－299人 0，503 2．12 ＊＊ 0，100 0．58 0，241 1．4
300－499人 0，028 0．15 一〇，161 一1．1 一〇，038 ・0．32
1000－1999人 一〇，087 一〇．66 一〇．004 一〇．04 一〇．020 一〇．22
2000－2999 一〇，095 ・0．48 一〇，054 ・0．35 一〇．205 一1．62
3000－4999人 一〇．074 一〇．46 ・0，139 ・0．99 ・0．181 一1．66 ＊
5000－9999人 0，358 1．63 0，303 1．4 0，079 0．5
10000人以上 0，411 1．OO ・0，076 一〇．3 一〇．151 ・tO5
モデルの適合度（Pr＞chi2 0」991 0．2563 0，045
擬似決定係数 0．1233 0．0969 0．1238
対数尤度 ・68，741 一89．714 一99．1226











































































































































































































































































































































































































































































8．9 15．1 9．7 6．7 13．0 1．6 2．5 6．1 5．8 2．5 588
男性雇用
ﾒパL
4ユ 22．4 6．8 2．7 7．5 1．4 0．7 4．1 3．4 2．0 63．9
男性雇用
ﾒB申2
3．4 154 5．1 2．3 6．3 α6 5．7 4．0 2．9 2．3 720
男性雇用
@者び3 38
190 47 2．5 5．2 0．6 1．1 3．2 2．0 1．1 71．8
女性雇用
ﾒA’4
21．5 18．2 17．9 4．8 2＆3 3．0 3ρ 6．8 10．6 3．3 37．1
女性雇用
ﾒB疇5



























































































































































































































































































































































































































































3．5 2．5 ．3 ．9 00




















































































4．3 2．9 20．0 67．1 5．8
パート等の非正社員で短時間正社員
ﾖの転換を希望するもの
1．6 2．8 17．5 71．5 6．6



















































































































































































































他 他 他 平 他 他 他 他 他 他 他 他 他
の の の 均 の の の の の の の の の
正 正 正 ＊ 正 正 正 正 正 正 正 正 正
社 社 社 他 社 社 社 社 社 社 社 社 社
員 員 員 の 員 員 員 員 員 員 員 員 員





























る る る る る る
0
短時間正社員 3．2 46．3 47．1 886 2．3 790 16．0 0．9 37．9 58．4 1．8 67．7 27．8
地　定正社 03 26．0 71．4 86．8 1．6 83．O 13．8 0．6 33．9 63．6 1．8 76．1 207

























































681 100．O 3．2 46．3 8．1 20．6 13．4 4．1 09 35
属性／業種 経営者／製造 121 100．0 1．7 38．0 5．8 20．7 21．5 8．3 2．5 1．7
非製造 75 100．0 1．3 36．0 9．3 26．7 16．0 9．3 1．3 00
その他 35 100．0 0．0 37．1 8．6 14．3 17．1 14．3 2．9 5．7
労働組合／製造 112 100．0 0．0 509 89 27．7 8．0 0．0 α0 4．5
非製造 116 100．0 2．6 50．0 6．9 18．1 15．5 2．6 0．9 3．4
その他 61 100．0 6．6 47．5 8．2 21．3 11．5 33 0．0 1．6
年齢 29歳以下 12 100．0 α0 50．0 8．3 25．0 16．7 0．0 0．0 0．0
30歳代 180 100．0 1．1 45．6 11．1 22．2 12．8 5．0 0．6 1．7
40歳代 202 100．0 2．0 43」 6．4 19．8 16．3 5．4 2．0 5．0
50歳代 198 100．0 3．5 53．0 7．6 18．7 10．6 4．0 0．5 2．0
60歳以上 85 100．O 9．4 4α0 7．1 22．4 12．9 0．O α0 8．2
　二極化した雇用形態を基準に構築された雇用システムをもとに，多様な働き方にみあった雇
用システムを構築することは非常に難しい。多様な雇用システムは，働き方の自由度にあわせ
て処遇を公正かつ労働者の納得がいくよう示されなければならない。
　この際，二極化した現在の働き方の間に，たんに第3の形態を作るのではなく，正社員と非正
社員の間をつなぐ働き方で，両者のキャリアや処遇が連続するように創出する必要がある。
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